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This Paper is a preliminary examination of empirical study of criminal reports about
gender issues on media sender research. In criminal report studies, there have been many
studies on people’s human rights covered by reporters. Cases are too frequent to enumerate




90’ s, media senders have continued restrictions on covering and reporting independently,
and criminal reports have changed. In this paper we preview press restrictions and the
change of criminal reports and consider media senders’ wrestling with criminal reporting
after 2010’s as basic research for the empirical study of criminal reports on media senders.
This study has shown the viewpoint of mass media reporting in relation with the Internet as
important issues of the day. Detailed studies should be made on examination of criminal
reports from media sender in relation with the Internet. We will study criminal reports in the






















































































































































に関する議論の活発化につながり、2001 年には刑事処分可能年齢が 16 歳以上から 14 歳以上に引
き下げられた。また 2022 年からは、成人が 18 歳に引き下げられることに伴い、報道において保
護対象となる年齢も変更されることになる。少年（現行では 20 歳未満）は、法律によって匿名に
することが報道機関には義務付けられているため、原則匿名での報道となる。しかし、凶悪犯罪












































第 1に、女性が関わる 6つの事件（「大阪男児死体遺棄事件・2016 年 11 月」「大阪乳児死亡事
件・2016 年 12 月」「千葉女児殺人未遂事件・2016 年 12 月」「千葉大生集団強姦事件・2016 年 11



























































































警察・検察が被害者対策に乗り出したのは 90 年代後半になってからである。2000 年になって
「全国犯罪被害者の会」（あすの会：2018 年活動終了）が発足、犯罪被害者への支援体制を整える






















































2016 年 7 月に起きた相模原殺傷事件では神奈川県警が被害者を匿名発表し、報道機関も匿名報
道を続けた。また 2019 年 7 月に発生した京都アニメーション放火事件では、犠牲者を実名で報
道することへの合意がなされるまで 1か月を要した。主に遺族の意向が理由だとして京都府警か
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9 2020 年 7 月『Journalism』において「実名と被害者報道-実名だから伝わること 被害者だから伝えられ
ること」が特集として組まれた。2016 年に起きた「相模原市障害者施設殺傷事件」での被害者匿名報道
を受けて「実名報道」について再考する特集が組まれた。
10 インタビュー調査は 2019 年から 2020 年にかけて、全国紙、全国通信社、公共放送局、在京テレビ局の記
者らに実施した。詳細についてはさらにインタビュー調査を重ね、稿を改めて、検討・分析を行う。
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